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連続マイナス成長となった日本経済
2020年5月18日

図2：名目GDPと雇用者報酬
期間：2005年1-3月期～2020年1-３月期、四半期

ポイント① 4-6月期もマイナス成長の見込み

5月18日に発表された1-3月期の日本の実質
GDP（国内総生産）は、前期比年率換算値
（前期比を1年当たりの変化率に換算したもの）で
-3.4％と、昨年10-12月期の同-7.3％に続いてマ
イナス成長となりました。昨年10月の消費税率引き
上げや自然災害などにより、家計の消費や企業の設
備投資が減少して日本の景気は悪化していましたが、
新型コロナウイルスの感染拡大で落ち込みが続きま
した。4月には緊急事態宣言が発令され、一段と経
済活動が抑制されたため、4-6月期も実質GDPのマ
イナス成長が見込まれます。

ポイント② 企業の負担が強まる

経済全体が生み出す付加価値を示す名目GDP
も、1-3月期には前期比年率換算値で-3.1％、前
年同期比-1.2％と減少しました。一方、雇用者報
酬は前期比年率換算値+1.9％、前年同期比
+1.7％となり、あまり鈍化していません。これは、企
業の売り上げが減る中でも従業員の雇用を極力維
持していることによるものと考えられます。ただ、その分、
企業利益が減少しやすいと言えます。

ポイント③ 求められる成長分野の模索

5月14日に39県で緊急事態宣言が解除されたこ
となどから、次第に経済活動再開の動きが広がり、
7-9月期には名目・実質GDPは前期比プラスに転じ
ると予想されます。ただ、人々が移動や密集を避ける
傾向が続き、全ての需要が元に戻ることにはなりにく
いでしょう。世界的な生活様式の変化に対して、企
業は新たな成長分野を模索することが必要になりま
す。政府の政策としても、新成長分野へ産業や雇
用の転換を促進することが求められるでしょう。
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図1：日本の実質GDP
期間：2005年1-3月期～2020年1-3月期、四半期
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